
協議事項６ 

今後の中学校給食について 

今後の中学校給食について、協議事項として以下のおり提案する。 

令和３年４月27日提出 

神戸市教育委員会事務局 

事務局長  長谷川 達也 
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令和３年度第１回 神戸市学校給食委員会の開催概要（報告） 

１．概要 

（１）開催日時 令和３年４月 21 日（水） 10 時 30 分～12 時 00 分 

（２）開催場所  教育委員会会議室 

（３）出席委員  西村委員長、植村委員、小林委員、熊谷委員、古場委員、池田委員、 

山﨑委員、檜垣委員、田中委員、竹森委員、古田委員 

（４）議  事 

・中学校給食の全員喫食制への移行に向けた基本的事項について

・今後の中学校給食に関する保護者アンケートについて

２．主な委員意見 

  別紙１のとおり 

３．当日の会議資料 

  別紙２のとおり 

※「中学校給食の全員喫食制への移行に向けた基本的事項」に関するもの

※その他の会議資料は神戸市ホームページに掲載

〔委員名簿〕 

区 分 分  野 役 職 等 氏  名 

有識者 学識経験者 

大阪府立大学名誉教授 

甲南大学経営学部教授

神戸学院大学栄養学部助教 

植村 興 

西村 順二 

小林 麻貴 

保護者 ＰＴＡ 
神戸市立小学校ＰＴＡ連合会会長 

神戸市立中学校ＰＴＡ連合会会長 

熊谷 紀子 

古場 宏規 

学校 

小学校長代表 
丸山ひばり小学校長 

成徳小学校長 

池田 豊樹 

山﨑 悦子 

中学校長代表 
湊翔楠中学校長 

長峰中学校長 

檜垣 真章 

田中 浩一 

特別支援学校長代表 青陽須磨支援学校長 本條 誠 

行政 

教育委員会事務局 学校支援部長 竹森 永敏 

(一財)神戸市学校給食会 常務理事 古田 隆 
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令和３年４月 21 日 神戸市学校給食委員会における主な委員意見 

＜献立内容について＞ 

・小学生と中学生では必要な栄養量が大きく違っているため、中学生用の栄養量に対応し

た献立を提供する必要がある。

・複数の方式を採用する場合、方式によって献立が異なるのであれば、若干、不公平な感

じがする。できるだけ同じものを提供するのが良いのではないか。

＜衛生管理について＞ 

・ＨＡＣＣＡＰ（ハサップ）に基づき、調理後２時間以内の給食や温度管理といった制約

条件のもと、衛生管理の徹底を図る必要がある。

・中学生は小学生に比べて衛生的には抵抗力が強いとは思うが、衛生管理を疎かにはでき

ない。

＜アレルギー対応について＞ 

・全員喫食制への移行の際は、アレルギー対応は十分に行っていく必要がある。対応が難

しいケースでは家庭弁当の持参を認めるなど柔軟な対応も必要ではないか。

＜食育の推進について＞ 

・小学生への食育はしつけの側面があるが、中学生には成長段階に応じた食育を行ってい

く必要がある。

＜実施方式について＞ 

○自校調理方式

・学校敷地内に給食室の設置スペースを確保する必要があるが、中学校の物理的条件を考

えれば実施は難しいのではないか。調理に伴う匂いなど近隣住民への配慮や調理後の廃

棄物処理、食材の搬入導線の確保といった課題もある。

○親子調理方式

・中学校分を栄養量に合わせて分けて対応する必要があり、調理の負担は大きいだろう。

・小中学校が同一敷地内にある学校であれば可能ではないか。

○給食センター方式

・給食センター方式を中心に、実施が可能な学校において、親子調理方式や自校調理方式

の実施を検討していくのが良いのではないか。

○民間デリバリー方式（食缶）

・サウンディング調査へのエントリーが 12 社あったということは十分に可能性があるの

ではないか。調査の結果を踏まえて検討する必要がある。

＜保護者アンケートについて＞ 

・中学生だけではなく小学生の保護者にもアンケート調査を実施することは非常に意義が

あると思う。

・アンケート項目は概ね良いと思うが、言葉が少し難しく感じるので、できるだけ分かり

やすい表現にする方が良い。

・全員喫食制への移行時期の目途が分からないと回答しにくいのではいか。

・給食時間を長くすることで教育活動にどの程度の影響があるのか、保護者の立場では分

かりにくい。言葉を補うなど表現を工夫した方がよい。

・否定的な意見も出てくるかもしれないが、全員喫食制への移行に向けて進めてほしい。

別紙１ 
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中学校給食の全員喫食制への移行に向けた基本的事項について 

１．学校給食の実施状況 

（１）小学校給食

・対象校数：163 校

・実施方式：自校調理方式（140 校）、給食センター方式（23 校）

※全員喫食制

・提供食数：約 84,000 食／日

・献立内容：主食（ごはん、パン）、副食（２～３品）、牛乳

・給 食 費：260 円／食

＜給食センターの概要＞ 

北共同調理場 垂水共同調理場 

供用開始 2001 年（平成 13 年） 1968 年（昭和 43 年） 

※2003 年（平成 15 年）改築

所 在 地 北区有野町有野 垂水区狩口台３丁目 

対象校数 17 校（約 6,000 食） ６校（約 3,500 食） 

（２）中学校給食

・対象校数：82 校

・実施方式：民間デリバリー方式（ランチボックス）

※家庭弁当の持参可

・提供食数：約 15,000 食／日（令和２年度：利用率約 40％）

・献立内容：主食（ごはん）、副食（３～４品）、汁物（秋～冬季）、牛乳

・給 食 費：338 円／食

※保護者負担額：169 円／食（半額助成）

＜全員喫食制における必要食数＞ ※令和３年４月現在

区 校 数 必要食数 区 校 数 必要食数 

東灘区 ７校 4,800 食 長田区 ６校 2,000 食 

灘区 ５校 2,800 食 須磨区 11 校 3,900 食 

中央区 ７校 2,600 食 垂水区 11 校 5,800 食 

兵庫区 ５校 1,800 食 西区 13 校 7,000 食 

北区 17 校 6,300 食 合 計 82 校 37,000 食 

※対象校数：82 校（中学校 81 校・義務教育学校１校）

※必要食数：約 37,000 食／日（生徒及び教職員数からの推計）

別紙２ 
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２．学校給食摂取基準 

【児童又は生徒一人一回当たりの学校給食摂取基準】 

区 分 

基準値 

小学生 中学生 

（６～７歳） （８～９歳） （10～11歳） （12～14歳） 

エネルギー（Kcal） 530 650 780 830 

たんぱく質（％） 学校給食による摂取エネルギー全体の 13～20％ 

脂肪（％） 学校給食による摂取エネルギー全体の 20～30％ 

ナトリウム（g）

（食塩相当量）
1.5 未満 2.0 未満 2.0 未満 2.5 未満 

カルシウム（mg） 290 350 360 450 

マグネシウム（mg） 40 50 70 120 

鉄（mg） 2.0 3.0 3.5 4.5 

ビタミンＡ（μgRAE） 160 200 240 300 

ビタミンＢ１（mg） 0.3 0.4 0.5 0.5 

ビタミンＢ２（mg） 0.4 0.4 0.5 0.6 

ビタミンＣ（mg） 20 25 30 35 

食物繊維（g） 4.0 以上 4.5 以上 5.0 以上 7.0 以上 

※学校給食実施基準 別表（第四条関係） 令和３年２月 12 日改定

３．学校給食における衛生管理 

（１）学校給食衛生管理基準（文部科学省）

・施 行 日：平成 21 年４月１日

・概  要：ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の概念に基づき、学校給食における献立作成、食 

品の納入、調理過程等に関する衛生管理の基準を定めたもの 

＜温度管理の基準＞ 

・調理後の食品は、適切な温度管理を行い、調理後２時間以内に給食できるよう努め

ること。

（２）大量調理施設衛生管理マニュアル（厚生労働省）

・通 知 日：平成９年３月 24 日（平成 29 年６月 16 日改定）

・概  要：集団給食施設等における食中毒を予防するため、ＨＡＣＣＰの概念に基づ 

き、調理過程における重要管理事項等を示したもの 

・対象施設：同一メニューを１回 300 食以上又は１日 750 食以上を提供する調理施設

＜温度管理の基準＞ 

・調理後直ちに提供される食品以外の食品は、食中毒菌の繁殖を抑制するため、10℃

以下又は 65℃以上で管理することが必要である。

※ＨＡＣＣＰ：Hazard Analysis and Critical Control Point（危害分析重要管理点）の略称。食品の

衛生・品質管理の手法のこと。 
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４．全員喫食制における実施方式の検討 

（１）検討の進め方

・「今後の中学校給食における基本的な考え方（令和３年３月 24 日決定）」をもとに、中

学校給食の全員喫食制における実施方式を検討 

＜今後の中学校給食における基本的な考え方（抜粋）＞ 

・安全安心で温かい給食を安定的に提供できることを前提として、費用対効果や効

率性などの観点から最適な方式を検討する。

・一つの方式に拘らず、学校施設の状況や地域特性なども踏まえたうえで、複数の

方式を組み合わせることも含めて柔軟に検討する。

＜各実施方式の概要＞ 

区 分 概 要 

自校調理方式 
学校内の給食室で調理した給食を当該校で提供する

方式 

親子調理方式 
近隣の学校の給食室で調理した給食を他校に配送す

る方式 

給食センター方式 給食センターで調理した給食を各校に配送する方式 

民間デリバリー方式 

（食缶） 

民間事業者の調理施設で調理した給食を各校に配送

する方式 

（２）民間事業者へのサウンディング調査

・概  要：全員喫食制における実施方式の検討にあたり、まずは民間事業者の参入意

向を広く調査・把握するため、サウンディング調査を実施 

・対象業務：民間事業者の調理施設（既設又は新設）で給食調理を行い、保温食缶に盛

り付けたうえで、各対象校に配送して提供 

・スケジュール

実施要領の公表 令和３年３月 25 日（木） 

申込期限 令和３年４月 12 日（月） 

実施期間 令和３年４月 19 日（月）～４月 30 日（金）（予定） 

結果概要の公表 令和３年５月中旬頃 

・調査項目：事業への関心度、調理体制、提供可能範囲・食数、業務開始までの準備期

間、事業参入にあたっての課題・要望、効率的な運用・コスト縮減に向け

た提案、アレルギー対応、受託費用の考え方 等 

・申込状況：12 社（うち市内企業３社）
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○児童生徒数の推移（2010～2020 年）

図１ 市立小学校の児童数の推移 

図２ 市立中学校の生徒数の推移 

○参考：神戸市人口ビジョンにおける将来人口推計
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